2021年1月吉日

「スポーツコミッションに関する調査2021」へのご協力について（お願い）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構
会長　原田 宗彦
（公印省略）

拝啓　時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。平素は当機構の諸事業に対して格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構（JSTA）では、「スポーツコミッションに関する調査2021」を実施することといたしました。この調査は、全国のスポーツコミッションに関する現状を把握し、今年度当機構がスポーツ庁から受託している「地域スポーツコミッションの設立促進及び自立経営に向けた総合コンサルティング事業」報告書に掲載するほか、今後の当機構の事業及び国のスポーツ施策立案の一助とすることを目的としております。
調査の結果は統計的に処理され、回答者や自治体名・団体名が公表されることはありません。ご多忙のことと存じますが、調査の趣旨をご理解いただき、何卒ご協力くださいますよう、お願い申し上げます。
敬具

　【自治体の方へ】
　　本調査票は、スポーツコミッション事業の担当と想定される部署に送付させていただておりますが、万が一別の部署に届いた場合、お手数ですが担当部署へ転送あるいは本情報を照会していただければ幸甚です。
 (
【回収方法：
3
種】
※最もご都合の良い方法
でご回答ください。
①
郵送
：
同封の返信用封筒にて郵送
②
調査票データをダウンロードし
て
電子メール
の添付ファイル
で送信
：
1）
アンケート
公開ページ（
JSTA公式ウェブサイトからアクセス出来ます）
https://sporttourism.or.jp/articles/information/notice/20210113_10681.html
2）送信
先メールアドレス
　
survey@s
porttourism
.or.jp
③
FAX
：回答ご記入後、全ページを
送信
ください。
送信
先
FAX
：
03-
6441
-
2046
)








　回答期限：2021年2月12日（金）必着 

【調査事務局・問い合わせ先】
一般社団法人　日本スポーツツーリズム推進機構　担当：藤原・滝田
〒105-0001 東京都港区虎ノ門2-2-5 共同通信会館B1階
TEL　03-6441-2045　FAX　03-6441-2046　E-mail. survey@sporttourism.or.jp
問１．貴組織及び回答者についてご回答ください。
	自治体名・組織名
	


	スポーツコミッション
名称
	
※組織名と同じ場合は空欄で結構です。

	回答者氏名
	


	所属・役職
	

	電話番号
	

	E-mail
	




問２．貴組織の属性（法人格）についてご回答ください。（◯はひとつ）

1．自治体の事業として実施（自治体内に事務局機能）　⇒　問３へお進みください
　
　2．自治体の事業として実施（外郭団体に事務局機能）
3．一般社団法人
 (
4ページ
問
９
へ
お進みください
)4．公益社団法人
5．一般財団法人
6．公益財団法人
7．特定非営利活動法人（NPO法人）
8．任意団体（実行委員会・協議会など）
9．その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　）


【問２で「1．自治体の事業として実施（自治体内に事務局機能）」と回答した方のみお答えください】

問３．スポーツコミッション事業を開始した年月をご回答ください。
	西暦（　　　　　）年　（　　　　　）月




問４．スポーツコミッションを所管する部署を正式名称でご回答ください。
	


例：× スポーツ課　◯ 教育委員会生涯学習部スポーツ課


問５．スポーツコミッション事業の2020年度当初予算をご回答ください。※単位：円
	（　　　　　　　）円

	うち一般財源（　　　　　　　）円


注：自治体職員の人件費は除く。

問６．スポーツコミッション事業を担当する職員の数をご回答ください。※2020年度当初予算
	（　　　　　　）人


注：兼務も含む。明確に区分できない場合は、おおよそで結構です。


問７．スポーツコミッションを自治体から独立させる意向・計画はありますか。（◯はひとつ）

1．な　い　　　　　問８へお進みください

2．あ　る


問７-１．独立の時期をご回答ください。（◯はひとつ）

1．1年以内
2．2年以内
3．3年以内
4．4年以内
5．5年以内
6．独立させる意向・計画はあるが、時期は未定


問８．スポーツコミッションを自治体から独立させた場合、その後の活動に必要なことは何だと思われますか。（◯はいくつでも）

1．国からの補助金
2．自治体からの補助金
3．自治体からの事業委託（施設の指定管理を除く）
4．自治体からの指定管理者への指定
5．会費制度の導入による会員からの会費の徴収
6．自主的な事業による事業収入の確保
7．その他（　　　　　　　　　　　　）


6ページ　問１４へお進みください　⇒
【問２で「1．自治体の事業として実施（自治体内に事務局機能）」以外の回答した方は
お答えください】

問９．貴法人・組織を設立した年月をご回答ください。
	西暦（　　　　　）年　（　　　　　）月


注：外郭団体に事務局機能がある場合や、既に存在していた法人がスポーツコミッション事業を実施するようになった場合は、外郭団体・既存法人の設立年月を回答してください。


問１０．スポーツコミッション事業を開始した年月をご回答ください。
	西暦（　　　　　）年　（　　　　　）月


注①：スポーツコミッション事業を目的に設立した法人・組織は問９と同様の回答を記入
注②：外郭団体に事務局機能がある場合や、既に存在していた法人がスポーツコミッション事業を実施するようになった場合は、スポーツコミッション事業を開始した年月を回答してください。


問１１．貴法人・組織の設立と最も関係の深い自治体の部署の正式名称をご回答ください。
	


例：× スポーツ課　◯ 教育委員会生涯学習部スポーツ課


問１２．貴法人・組織の2020年度当初予算をご回答ください。※単位：円
	（　　　　　　　）円

	
外郭団体に事務局機能がある場合や、既存の法人でスポーツコミッション事業を行っている場合は、上記予算のうち、スポーツコミッション事業の予算を下記にご回答ください。
明確に区分できない場合は、おおよそで結構です。

	（　　　　　　　）円




次ページ　問１３へお進みください　⇒





問１３．貴法人・組織の2020年4月時点の職員等の数をご回答ください。
	1．直接雇用している職員（正規・契約・嘱託職員、アルバイト等）　　　　（　　　）人

	2．出向者　　　　　　　　　　　自治体から（　　　）人　　民間企業から（　　　）人

	3．地域おこし協力隊　　（　　　）人

	4．インターンシップ　　（　　　）人

	
外郭団体に事務局機能がある場合や、既存の法人でスポーツコミッション事業を行っている場合は、上記職員等の数のうち、スポーツコミッション事業の担当職員数を下記にご回答ください。明確に区分できない場合は、おおよそで結構です。

	1．直接雇用している職員（正規・契約・嘱託職員、アルバイト等）　　　　（　　　）人

	2．出向者　　　　　　　　　　　自治体から（　　　）人　　民間企業から（　　　）人

	3．地域おこし協力隊　　（　　　）人

	4．インターンシップ　　（　　　）人




6ページ　問１４へお進みください　⇒





















【全員お答えください】

問１４．スポーツコミッションを設立する前に、設立準備委員会などの会議体を構成していたメンバーをご回答ください。（◯はいくつでも）

1．首長（知事、市町村長）
2．副首長（副知事、副市町村長）
3．自治体スポーツ担当部署
4．自治体観光担当部署
5．その他自治体の部署
6．体育協会・スポーツ協会
7．総合型地域スポーツクラブ
8．スポーツ関連事業団、スポーツ関連財団
9．スポーツ少年団
10．スポーツチーム
11．観光協会、観光連盟、DMO
12．旅館・ホテル等宿泊施設の協同組合、連絡協議会など
13．旅行業協会（JATAまたはANTA）の支部
14．商工会議所、商工会
15．青年会議所
16．経済団体（同友会、連合会、経営者協会など）
17．学識経験者
18．マスコミ（テレビ局、新聞社など）
19．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
20．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
21．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
22．設立前に会議体は設置していない

注：既に存在していた法人がスポーツコミッション事業を実施するようになった場合は、スポーツコミッション事業の開始時についてご回答ください。


問１５．スポーツコミッションの設立において、最も影響力のあった人物はどなたですか。
　　　上記の1～21の番号でご回答ください。
	


注：既に存在していた法人がスポーツコミッション事業を実施するようになった場合は、スポーツコミッション事業の開始時についてご回答ください。



問１６．スポーツコミッションの設立時に、貴法人・組織が目的としていた主な活動は次のうちどれですか。（◯はいくつでも） 

1．スポーツ合宿・キャンプの誘致
2．既存のスポーツ大会・イベントの誘致
3．自主スポーツ大会・イベントの企画・実施
4．大会・合宿・キャンプへの補助制度の運営
5．スポーツツーリズム事業の企画・実施
6．スポーツ関連セミナー・研修の企画・実施
7．健康づくり事業の実施
8．指導者バンクの運営
9．指導者の派遣
10．スポーツに関する調査・研究
11．スポーツクラブの運営
12．スポーツ施設の運営（指定管理者を含む）
13．障がい者スポーツ事業の実施
14．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

注：既に存在していた法人がスポーツコミッション事業を実施するようになった場合は、スポーツコミッション事業を開始した当初に目的としていた活動をご回答ください。


問１７．現在の貴法人・組織の主な活動は次のうちどれですか。（◯はいくつでも） 

1．スポーツ合宿・キャンプの誘致
2．既存のスポーツ大会・イベントの誘致
3．自主スポーツ大会・イベントの企画・実施
4．大会・合宿・キャンプへの補助制度の運営
5．スポーツツーリズム事業の企画・実施
6．スポーツ関連セミナー・研修の企画・実施
7．健康づくり事業の実施
8．指導者バンクの運営
9．指導者の派遣
10．スポーツに関する調査・研究
11．スポーツクラブの運営
12．スポーツ施設の運営（指定管理者を含む）
13．障がい者スポーツ事業の実施
14．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

注：既に存在していた法人がスポーツコミッション事業を実施するようになった場合は、スポーツコミッション事業の活動についてご回答ください。
問１８．スポーツコミッションとして、国に期待することを自由にお書きください。 
	







問１９．スポーツコミッションについて、政策・事業・人材・資金・今後のあり方など、お考えがあれば何でも自由にお書きください。
	






問２０．本調査票とともに、2020年度の事業計画・予算について、可能な範囲で資料をご提供ください。
【提供方法】
　①返信用封筒に同封して郵送
　②メールの添付ファイルで送信（survey@sporttourism.or.jp）
　③FAXで送信（03-6441-2046）


質問は以上です。ご回答ありがとうございました。
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